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56.1%)`輸送用 機器51社(同77.3%),精密機器25社(同80.6%)め総計485社・-(一8:業種 の東京 証
券取 引所上 場企業700社の69.3%)であ る。'
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が本稿対 象企業で あ る。同様に,50億 円以上100億円未満 では78社の うちの83.9%が,10億円以上
50億円未満 で は356社の うちX66.9%,1億円以上10憶円未満 で は167社の うちの56.3%が対 象 乏な
る。'
本社所在地別にみると,対象企業の うち東京本社企業数は378社存在する。.その うちめ68.3%が
本稿で対象 となる。それを さらに資本金階層別でみると,1億 円以上10億円未満では54.o/;10億
円以上50億円未満 で は65・1%,50億円以上100億円未満88.5%,100億円以上 では92.2%をカノミ」 す
る。同様に,大 阪本社企業は76社存在 し,その うちの88.2%が本稿対象企業である。資本金階層別
にみ る と・1億 円以上10億円未満 では100.0%,10億円以上50億円未満 では75.0%,50億円以上100
億円未満 で は94.7%,'100億円以上 では100.00をカンミー してい る。 その他本社企業 ぽ246社存在す
るが,そ の うちの69.5%が本稿対象で ある。 これ を資 本金階 層別 にみ る と,・1億円以上10億円未満
では60。9%,10億円以上50億円未満で は70:2%,50慮円以上100億円未満 で は90.9%,100億円以上
では89.5%をカバーしている。1～
このように,業 種別 ・資本金階層別 ・本社所在地別にみで,熔ずれの組み合わせにおいても過半
数が対象 とされている。 しか も,国民経済 レベルでの空間組織化に重要な役割を果だ していると思





企業の空間組織を構成する諸単位の立地傾向を 「分散化率」(1)で捉 えてみると,そ れ らの間に極
めて明確で,合 理的な空間分業関係が成立 してい るこ とダまたその深化を軸に企業組織が空間的な
拡大を遂げてきていることなどが分かる。`ξ
最も高い 「分激化率」を示す空間単位は工場である。次いで営業所が高 く∫支店のそれは最も低
くなる。 この順位 は,ど の時期 でみて も変 わ らない。 しか し,「分散化 率」 の時系列的 変化 の中に,
空間組織 論的に 重要 な意味 を 読 み取 るこ と・がで きる。 例 えば,1955年段 階の 「分散 化 率」.をみ る
と,工 場 は37.9%,営業所20.8%,支店11.0%であ った。 これ を1982年でみ ると,工 場の 「分散化
率」は さ らに高 くな り,40.toとなる。 これ に対 して,支 店 ・営 業所の 「分散化 率」 は低下 し,営
も
業 所は13.5%に,・支店 に到 っては9.3%と,かな り低い ものにな って きてい る。 この よ うに,支 店 ・
営業所 と工場の 「分散化率」は全 く:正反対の変化を示 しうつ推移 してぎているのである。 このこと
は,一方において支店 ・営業所が空間的により限定される形で配置されて きていること,他方にお
いて工場がより分散的に配置 されてきていることを具体的に示すものである。そして,そ の傾向は
次第に強化 され てきている。 また,支店 と営業所を比べると,両者の 「分散化率」の変化はほぼ同





i)支 店 の 「分散化 率」 ・
該 当8業 種 の支店 総数 は,.1955年の346店か ら1982年に は1,104店に増加す る。それ らが立 地す・る
市町 村数 をみ る と,i955年の38から1982年に は103とな る。 この結果,「分散化 率」は,す でに述べ
た よ'うに1955年の11.0%から1982年に は9.3%に低下す る。
これを業種別にみると,f955年では繊維業の 「分散化率」が53.6%と最も高 く,次いで精密機器
の45.5%,輸送用機器31.3%,食料 品31.0%,鉄鋼業28.6%,電気 機器22.9%:機械18.9%,化学
工業17,6%とな る。1982年で も繊維業 は48.6%と依然 最 も高 い 「分散 化率」 を示す 。次い で精密機
器の45.5%,輸送用機器 の35.4%と,1955年同様の順位 を示 す。 しか し,そ れ に次いで7位 であ っ
た機械 が27.7%で4位に上 昇す る。 鉄鋼業 は27.7%で5位と変 わ らないが,4位 であ った食 料品は
18..3%で6位に,ま た6位 で あ った電気 機器 も14.5%で8位に転Lて い るa.8位で あった 化学 工
業 は17.3%で7位 に上昇 してい る。'この間 に 「分散化 率」 が低下 したの は 繊維業 ・鉄鋼業 ・食料
品 ・化学工業 ・電気機器の5業 種である。逆に,上 昇を示 したのは輸送用機器 ・機械である。精密
機器は同率である免次に,こ れを業種別 ・資室金階層別 ・時系列的傾向でみてい く(その具体的配
躍は1の(1)～(8)図を参照)。,
〔食料品 〕 支店 数 は42店か ら208店に5.0倍増 す るなか で,立 地市町村数 は13から38に2.9倍増
に止ま り,限定 された空間への著 しい集約化傾向をしめす。特に大企業がこの傾向を強 く示す。.こ
の こ とは,10億円以上50億円 未満 の 「分散 化率」 が38.5%から32.3%に,50億円以上100億円未満
が64.3%から34.0%に,100億円以上 が46.7%から27.7%にぞ池それ 底下 してい る傾向 において 明
らか とな る。
て繊維業〕 支店数は28店か ら37店に1.3倍の増加 に止 まり,絶対数 も少ない。立地市町村数は
15から18に1.2倍増に止 まり,少 ないなが らも一定の立地空間の集約化傾向を示す。 資本金階層別
に 「分散化 率」の変 化をみ ると,1億 円以」;10億円未満 が85.7%から71.4%に,10億円以 上50億円
未満 が78.6%から71.4%に,50億円以上100億円未満 が50.0%から40.0%にそれ ぞれ 低下を示 す。
しか し,100億円以上 で は,逆 に66.7%から90.9%に上 昇す る。支店 数 が少 ない こ とに もよろ うが,
「分散化率」 は対 象8業 種 の なか で最 も高い 。 .i
〔化学工業〕 支店数が最多で,「分散化率」は極め七低い。支店数は85店か ら294店に3.5倍増
を示す。立地市 町村 数 も15から51に3.4倍に増 加 し,、一定 の分散性 を示 す。 「分散 化 率」 を資 本金階




〔鉄鋼業〕 支店 数は28店か ら88店に3.1倍増 を示 す。・立 地市町村 数 も8か ら24に3.0倍増 とな
る。 「分散化 率」 は,10億 円以上50億円未満 が42,9%から34.3%に低下す るの に対 して,・50億円以




〔機械〕 支 店数は37店か ら112店に3.0倍増 にな る。立地市 町村数 は7か ら31に4.9倍増 を示 す 。
こ うした なか で,「分散化率」 は1億Fj以上10億円未満 が6店 の100.0%から48.0%に,10億円以 上
50億円未満23.5%から20.6%に,50億円以上100億円未満 が66.7%から62.5%にそ それ 「分 散化 率」
の低下が み られ る。 これ に対 して,100億円以上 は54.5%から81.3%に上 昇を示 し,分 散性 を強 め
て い る 。,
〔電気機器〕 支店 数 は83店か ら220店に2.7倍増 にな る。立地市 町村数 は19から32に1.7倍増 に
止 まる。「分散 化率」は1億 円以上10億円未満 が80.0%から68.8%に,10億円以上50億円未 満が43.8
%が ら21・g%に」50億円以上100億円未満 が64.3%か544.4%に,100億円以上 が33.3%から20.5%
にそれぞれ低下 している。支店数が多 く,最 も 「分散化率」の低い業種である。 特に,100億円以■
上の大企業の支店配置の集約性 は8業種間で最大 となる。 ・`
〔輸送用機器 〕 支店 数は32店か ら79%に2.5倍増 を示 す。立地市町村 数 は10から28に増加 し,・』
機械同様支店数の 増加率を上回る。「分散化率」は,1億 円以上10億円未満は画期共3店 の100.0
%;10億円か ら50億円未満 は1店 のみの100.0%から80.0%に,・50億円以上iOO億円未満 が57.1%か
ら52:4%にそれ ぞれ低一ドを示 す。 しか し,100億円以上 では,逆 に42.9%から45.0%に上 昇す る。
このよ うに,全体的に 「分散化率」 は高い水準たある。特に,大 企業の支店醜置が相対的に拡が り
を強 く示 しつつ展 開 して きて い る。
〔精密機器〕 支店 数は11店か ら66店に6,6倍増 を示 す。立地市町村 数 は5か ら30に6.0倍とな
る。「分散 化率」 は,1億 円以上10憶円未満 が75.0%から43:8%に,10億:円以上50億円未満 が2店
の100.0%から82.4%に,50億円以」:10t億円未満 が1支 店 のみの100.0%から8支 店 の100,0%に,
100億円以上が75・0%から8支 店 の100.0%とな り1支 店 数が少 ない こ とに もよろ うが,配 置 匠明確i
な傾向を捉 えることは困難である。 しかし,全体的に分散傾向を強 く示す ことが指摘できよう。
1`1)営 業所 の 「分散化率」
該当8業 種の営業所総数 は,1955年の2御店 か ら1982年には6.2倍の1,292店に増加 ず る。 これ は
支店数の増加率をはるかに上回るものである。それ らが立地する市町村数は,1955年には43であっ
だが,1982年に は175に増加 し,支 店の それ が2.7倍であ るのに対 して,4,1倍とな る。 こ うして,
,
「分散化 率」 は1955年の20.8%から1982年には13.5%に低 下す る。それ は,支 店 に比 べて,相 対 的
に高い数値を示すことになる6
これ を業種 別 にみる と』11955年では,精 密 機器 の 「分散:化率」が5支 店 のみで あるが ,100.0%
で最 も高 い。 次いで輸送用機 器の87.5%,機械の68.2%,繊維業 の57.1%,食料 品の56.0%,・電気
機器 の47.9%,鉄鋼業 の45.5%とな り,最 も低 いのが化学工業 の35.10であ る。']982年に撮 る と,
精密概器は90.3%と依然最 も高い 「分散化率」を示す。次いで,輸 送用機器も88.0%と,上位2業
種に変動はない。 これに81.8%と言 う高率を示す よう}こなる繊維業が続 く。4位 以下の 「分散化
率」 はか な り低 くな り,機 械 の50.0%,鉄鋼業の40.0%,食料 品の33.5%,電気機器の28.5%,化
学工業 の25.1%とな る。 この間 に 「分散化 率」 が低下 してい るのは,食 料 品の22.5%を筆頭に,電
一'5一
104
気機器 ・機械 ・化学 ・精密機器 ・鉄鋼業の6業 種である。繊維業乏輸送用機器の 「分散化率」は逆:
に上昇を示す。 これを業種別に資本金階層別 ・時系列的傾向でみてい く(その具体的配置は1の(1)
ん⑧図を参照)。
〔食料 品〕 営業 所数 は25店か ら272店と10。9倍にな る。支店 の5.Ol剖こ比 べては るか に高い増加
率を示 す。その立 地市町村 数で は支店 の2.9倍に対 して,営 業所 は6.5倍を示す。 この よ うに,営 業
所り配置はより分散的傾向を示す ことが分かる。 これを資本金階層別にみると,10億円以上50億円
未満 の 「分散 化 率」 が81.8%から46.7%に,50億円以上100億円未満 が75,0%から74.4%に,100億
円以上 では6店 の100.0%から67.0%に低下 してい るが,い ずれ も高い水 準を維持 してお り,分 散
性を強 く示す。
〔繊維業〕 営業所数は14店か ら11店に減少 してい る。第二位 ランクの空間単位 とも言える支店
の数 も業種間で最:低であった。第三位 ランクの空間単位,即 ち営業所の展開力は極めて弱い。,
}.1〔化学 工業〕 営 業所 数1よ74店か ら378店と業 種間最多 で ある。 その増加 率 は支店 の3.5倍に対 し
て5.1借とな る。.立地 市 町 村 数 の増 加 率 で は支 店 の3.4倍に対 して3.7倍 とな り,そ の 分 散 的 配 置 傾'
向塗捉 えるこ とが で きる。規 模階層 的に は,1億 円以上10億円未満 が83.3%から53.2%に,10億円
以上50億円未満 が47.1%から37.6%に,50億円以上100億円未満 は両時期共57.1%,100P3以上が
65.2%から52.7%にそれ ぞれ低 下 してい る。 この よ うに,「分散化 率」 は次第 に低 くな って きてい
る粧 いずれ も支店に比 して倍以上の高い数値を示 している。
〔鉄鋼業〕、 営 業所 の数 は11店か ら35店に増加 す る。 しか し,繊 維業 同様 に絶対 数力1少な く,'諸
傾向を担 えるまでにに到 らない。
〔機械コ 営業所数は22店か ら162店に7,4倍の増加を示す0立 地市町村数では支店の4.9倍に対
して,営業所 は5.4倍となり,より分散化が進行 しいる傾向を捉えることができる。資本金階層別に
「分散 化率」 の変 化 をみ る と,1億 円以上10億円未満 で は5営 業所 の100.0%から91.7%に低下す
曹
る。 これ に対 して,上 位3階 層 は逆 に上 昇を示 す。10憶Fj以上50億円未満 は0%か ら62.3%に,50
億 円以上100億円未満 は75.0%から84・6%に;100億円以上 で は77。8%から84.4%への上 昇 を示 し,
営業所 レベル(ρ空間組織網強化が活発に進められていることを示す。
..〔電気 機器 〕・ 営 業所 数 は48店か ら347店に7.2倍に増加 す る,こ れ は支店の2.7倍に比 してかな
り高 い増加率 で あ る。 立地市町村 数 の増 加率 で は支店 の1.9倍に対 して営業 所 は4.3倍で あ り,,'他業
種に比 して高い分散性を示す。資本金階層別では,1億 円以上10億円未満の0%か ら93.7%への変
化 を除 き,,10億円以上50億円未満 が3営 業所 の100.0%から62.9%に,goo億P:以上が65,5%から
49.5%にそれぞれ低下を示す。支店 レベルでは最も 「分散化率」の低い業種であったが,こ の傾向
は営業所 レベルでも捉え られ,化 学工莱に次いで診番 目に低い数値を示す。 ・
〔輸送用機器〕.営 業所数は8店 か ら25店に増加するヵ㍉ 絶対数が少な く,傾向を示す までに到
って い な い。.
〔精密機器〕 営業所CFA5店が ら62店に増加す る。立地市町村数も5か ら56に増えてお り,疎




㌃ … ビ`3)1工 場 の 「分 散 化率 」',
該 当8業 種 の工場 総数 は,1955年の805から1982年に は1.5倍の1,213に増 加す る。その立地市 町
村数 は,1955年の305から1982年には1.E倍の487とな る。 箕955年の 「分散化 率」 は,繊 維業 が90:1
%と 最 も高 く,'次い で輸 送用 機器の63,8%,食料 品56:7%,化学 工業51.9%,鉄鋼 業50.8%:電気
49.6機器%,機 械44.9%」精 密機器34:8%とな る'61982年にな る と,輸 送用 機器が87.5%で最 も高
¶くな る
O・次いで,繊 維業 の86.4%,精密機器 の741%,電 気機 器69.8%,鉄鋼 業66.3%,機X64:7
%,"食料 品62.0%D化学工業57,0%とな る。 この間 に,「分散化 率」 は,,3.7%低下 した繊維業 を除
き,精 密機器39.3%,輸送用機器23.7%,電気 機器20.2%,機X19.8%,鉄鋼業15.5%,食料 品
5.3%,化学工 業5.1%の上昇 を示す 。 これ を業種別 に資本金階 層別.・時系列 的傾 向でみ てい く(そ
の具体 的配置 は1の(1)～(8)図を参照)。
・〔食料 品〕.:工場 数は120から305へ2.5倍に増加 す る。'支店`営 業所 に比 べ て 増加 率はかな'り低
くなる。立地市町村数は68から189へ2.8倍の増加を示す0支 店 と営業所の立地市町村数の増加率が
いずれ も店数増加率を 下回るのに対 して,工 場のそれ は逆の傾向を示 し,立 地の分散化を強 く示
すa:こ'れを資本金階層別にみると,支店 と営業所の場合,大 企業になるほど 「分散化率」が低 くな
るの とは逆 にゴ大企業 ほ ど高 い 「分散化率土 を示す よ うにな る。 この こ とは,、1工場 の みの1億 円
以上10億円未満階層 は別 と して,}10億円以上50億円未満が65.6%から81.7%に,:5C億円以上100億
円未満 が75.4%から77.6%に,・1QO億円以上 が77,3%がら81二1%にそれ ぞれ上 昇 してい るこ とで も
明らかであるじ,`、
〔繊 維業〕 工 場数 は141から103に減 少 してい るb.立地市町村 数 も127から89に減少 してい る。'
特に;50億円未満階層め工場の減が著 しく,100億円以上の大企業では14から29に倍増 してい るの
で あ る。階 層別 に 「分 散化 率」 をみ る と,・1億円以上10億円未満 が69:7%から11工場の100.0%に,
10億円以上50億円未満 は97.3%と変わ らず'50億円以上100億円未満が30工場 の100.0%から96.2%
に,]00億円以上が92・9%から96・6%にそれ ぞれ 変化 を示 す。極 め て高率 に推 移 してい る ことか ら,
階層別にみた場合一工場ぞ市町村 と言えるほどの分散的配置形態が浮かび上が る。
〔化学工業〕 工場数は210から316へ1.5倍に増加す る。その増加率は支店 と営業所のそれ より
もは るかに低 し・。 立 地市 町村数 は109から180へ1.7倍を示 すが,こ れ も増加 率 は支店 と営業所 のぞ
与
れ よりはるかに低い。 しか し,他の空間単位では店数の増加率が立地市町村数の増加率を うまわる'
のに対 して,逆 の傾向を示 し,一層の立地の分散性を示す。資本金階層別にみ と,1億 円以上10億
円未満が69・0%から89・6%に・10億円以上50憶円未満が58・2%か571.7%に350億円以上100億円
旧 臣
未満 が60.7%から70.0%に,100億円以上 が75.0%から77.3%にをれそれ上昇す る。 この よ うに,
「分散化率」が次第に高 くなること,しかも大企業の方にその傾向が顕著に現れてきていることが
分か る。
〔鉄鋼 業〕 工場 数は65から80へG)‡・2倍の壇再ロに止 まる・ その増加 率は支店 ・営 業所 に比 べて
曳'㌔'…i
かな り低 くなる。 立地市町村数は33から53へ1:6倍の増加を示 し,分 散性が強まっていることを示




%に,100億円以上が8LO%から92.0%にいずれ も上昇を示 し,し か もか な りの高率を示 してきて
い る。
〔機械〕 工場 数 は78から85に1。1借と横這 い を示 す。 こ.うした なか で,立 地市町村 数 は35から
55に1.6倍を示 し,分 散化 して きてい る。 資 本金階 層別 では,"1.億円以上10億:円未満 が43。8%から
84.2%に,10億円以上50億円未満 が48.E%から67.7%に,50億円以上100億円未満 が3工 場 の100.0
%か ら9工 場 の100.0%に,100億円以上 が85.7%から26工場 の100.0%とな り,大 企 業の分散 性 が
高 くな る ことが 分か る。
'
〔電 気機 器〕 工 場数121はか ら225に1.9倍に増 加 す るCこ れに対 して,立 地市町 村数 は60がら
157へ2,6倍増を示 し,分散化の度合を強めてきている。資本金階層別では,1億 円以上10億円未満
が52,4%から73.3%に,10億円以 上50億円未満 が31.7%から73.0%に,50億円以上100億円未満 が
70.0%から96;3%に,100億円以上 が73.5%から83.0%にそれぞれ上 昇 す る。
〔輸送用機器〕 工 場数は47から72に1.5倍増 を示す。立地市町村数 は30から63へ2.1倍の増加 を
.
示す。「分散化率」 を規模階層別にみ る'と,1億円以上10億円未満が3工 場か ら2工場の100.0%
に,10億円以上50億円未満 が83.3%から14工場の100.0%に,50億円以上100億円未満 が75.0%から
13工場 の100.0%に,・100億円以上が70.00から90.7%にそれ ぞれ上 昇 し,高 い分散性 を示す 。
〔精密機器〕 工場数は23から27に1.2倍増である。 これ は支店 ・,営業所数の増加率には るかに
及ば ない。同様のことは立地市町村数の増加でもみ られ る。 しか し,そ の数は8か ら20と2.5倍増
を示 してお り,分散的立地が進んでいることが窺 える。
以上のように,企 業空間を構成す る諸単位:支 店;営 業所,工 場の立地性向分析に より,、支店の
立地空聞の より一層の集約化,営 業所立地の外延的拡大 と一定の集約化傾向,工 場立地の著 しい外
延的拡大傾向がほぼ全業種に共通 してみ られることが明らかになった。 また,業 種間に多少の相違
があるものの,資 本金規模階層により,空間諸単位問の立地性向に本質的差異が認められ,上 位階
層企業の支店 ・営業所の 立地空間の 集約化が著 しく,工 場の外延 的拡大が 急速に展開 して きてい
る。下位階層企業では,それ らの傾向は弱い もの となる。 しか し,業種全体で 「分散化率」を捉え
ると,その数値 は各階磨別の数値 よりもはるかに低いもめにな り,それ らの間に重複立地 も進んで










前 章で}涛 支店,営 業所,.工場などの立地諸特性を'「分融化率」 に焦点を当てて分析 した。本章
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では,空 間諸単位の 「配置率」C1)に着 目し,市町村 レベルで具体的に分析 してい く。
1)支 店 「配置率 」の推移
対 象企 業 の支店 数 は1955年に34E店存在 したOこ れ が全 国38市に配置 され てい た。都 市別7,r1`その
「配置 率」 をみ る と,第1位 は大 阪市の56.3%であ った。 第2位 は名 古屋市17.3%,第3位 は福岡
市16、1%,第4位 は札幌市 の11.4%,第5位は仙 台市7.9%,第6位 は広 島市2・8%と な る。 大阪
市Y'は」・概 ね2社 に1社 が支 店 を置1いたが,第2位 以下の配 置率 は極端 に低か った。1982年に なる
と,支店数は1,104店に増加す る。 これが全国103市に配置され るようになる。都市別にその 「配置
率」・をみ る と;第1位 は大 阪市 の79,5%,第2位 は名古屋市56.8%,第3位 は福岡市41・3%・第4
位 は札幌市39.00,第5位 は仙 台市36.4%,第6位 は広 島市の32.2%とな る。 順位 に変化 はみ られ'
ないが,特 定都市への支店の集中配 置が急展開 してきていることが分か る。.全体の支店数に占める
それ ら6都 市の割合 は1955年で も80.8%と高 いが,1982年Y'なる と,83,9%とさ らに高 率を示す よ
うになる。これ ら諸都市 への支店の集中的配置傾向を地方 レベルでみてい く。,
〔北海道 〕 配置 され た支店 は,1955年には対 全 国比9.3%に あた る32店 で あ る。 その うちの
90.6%は札幌 市 に集 中 していた。1982年にな る と,支 店 数 は109店とな り,対 全国比 も9・9%にな
る。 札幌市 への集中 は さ らに著 し くな り,道 内配置支店 の94.5%を占め る よ うに な る。
〔東北地方〕1955年には 全国の支店数の7.0%にあたる24店が配置 されていた。 ζの うちり
83'.%が仙 台市 に集 中 してい た。1982年にな る と,支 店 数 は127店とな り;対 全 国構成比 は10.0%
に悪 上昇す る。 この うち仙 台市 へは96店が配 置 され る よ うにな り・その割 合 は87・3%に増加 す る。
〔:東海 地方〕1955年 には,全 国総数の13.1%にあた るが45店配 置 され ていた。 その うちの97・8
%に あたる44店が名古屋に配置 されていた。これは東海地方 に配置された支店の実に97.8%にあた
る。1982年にな る と,5当地 方 に配 置 され る支店 数 は177にな り,対 全 国比 も16.1%を占め る よ うに
なる。 この うち名古屋市へは84.7%にあたる150店が配置され る。静岡市 などへの配置も若干進ん
だためにその占める割合は減少するが,な 零高い集中性を示す。
〔近畿圏〕1955年には155支店が配置された。 この うち92.3%が大阪市 に配置されたものであ
った。1982年にな:ると,近 畿 圏に配置 された支店 数は250店 とな り,全 国総数 の22・8%になる・ 神
南,京 都希など圏内都市への配置も少 しではあるが進んでいるために,大 阪市の占める割合 は84.0
戸%に 低下 を示 す。.しか し,・依然高 い割合 を示 す ことに変わ りはない・
〔山陽地方〕.1955年には8支 店が置かれていた。その うちの1店 が広島市に配置 されていた。
しか し,広 島市め支店数:は他の広域中心都市に比べて最少である・1982年になると・当該地:方内配
置支店 は.102に増加する6そ の うち広島市k'配置された支店数は85店に増加 し,同 地方の配置支店
め83.3%を占め る。
〔九州地方〕1955年には対全国比15.5%にあたる53支店が配置された。その うち福岡市には・
すでに名古屋市 に匹敵す る41店が配置 されていた。 これは 九州地方配置支店の77.4に あたる・
1982年になると,地力内配 置支店数は対全国比12.4%にあた る136店に増加す る。その うちの109店
一9一 ,
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が福岡市 に置かれ るよ うになる。その数は名古屋市の150に比べると差がでるが,九 州地方内での
比重 は80ユ%と高 くなる。支店 レベルでは福岡市の地位が北九州市 を含む他都市 を圧倒 してきてい
る 。
〔その他の地方〕1こ の他では,四 国地方の動向が注 目に値する。1955年に4支 店が配置 され た
が,い ずれも高松市であった。1982年Y'は松山市の3支 店をは じめ若 干の分散化が進むが,,高松市
の支店 数 も35店Y'増加 し,そ の 占め る割合 は85.4%と高率 を示 す。 しか し,数 的 には上位6市 のぞ
れ と比較 して半 数 以下 とな り,か な りの落 差が 依然 として存 在 してい る。 また,.北陸地 方の場合,,
1955年では,8支 店 の主 な内訳 は金沢 市62.5%,富山 市25.0%であ る。1982年に な る と,31支店 の
主な内訳 は富山市48.4%.金沢市45.2%とほぼ二分す るようになるO最 後に,首 都圏では東京23区
内配置支店を除き,横 浜市に最大集積点が現れ る。 しか し,.1982年で も26支店,首 都圏内構成比も
34.2%を示 す に止 ま り,そ の持 つ 意味 は相対 的Y'小さい と言 え る。
以上 の よ うに,X955年段 階 の支店 配 置 は大阪市 ぺ の一点 集中形 態 を強 く示 す。冒その後,「この形態
は広域中心都市のみに限定 された多核心的配置形態に移行 してきてい るこ とが明らか となる。』
`
2)営 業所 「配置率」の推移
対 象8業 種 の営 業所 の配 置状 況 をみ る と,i955年には207店が43市町 村 に,1982年には1,292店が
175市町村に配置 され る。 その都市別順位をみ ると,支 店の順位が極めて固定的であったあに対 し
て;・二ま り変動 的 であ る。'1955年では名 古屋市 の11。4%が最 も高 く,そ れ に9.8%の札 幌市,'8:3%の
北九 州市,7.1%の福岡市 が続 く。 他 は撞 く少数 で あ る。1982年にな る と,札 幌 市 が20.8%で最 も・
高 い 「配 置率」 を示 す。 次いで20.1%の広 島市,18.6%の仙 台市,18.1%の名 古屋 市 ・福 岡市 とな
る。 他 で は,'新潟 市 カミ16.7.%,静岡 市 が16.3%,岡 山 市13,6%,高 松 市13.2%,北 九 州 市12.5%な
どが相対的に高い 「配置率」を示す。 しか し,支店の配置に比べて,そ の集中性は1982年段階でも
かな り弱い。その核は,名 古屋市,広 域中心都市およびそれに準ずる都市が形成 し,・大阪市 はこの
レベルになると核心 として機能 しな くなる。次に地方 レベルで,そ の集中,分 散状況を捉えてみよ
う。
〔北海道〕1955年1r全道に配置 された営業所数は対全国比13.7%にあたる28店であった。その
うちの89.3%が札幌市に配置され,支 店 の配置形態 に近い,-極めて明確な一点集中形態を示 してい
た。1982年にな る と,絶 対 数で は71店増 加 す るが,対 全 国構 成比 は8.0%に低 下す る。'こうした な
かで`札 幌市への集中度は55.6%にまで低下す る。 これに対 して,釧 路市 ・旭川市などの主要都市
め比重が上昇 してきてお り,'その配置形態 は支店 より.もはるかに分散的形態 を示 す。
,
〔東 北地 方〕 営業所 数め全 国構i成比 は1955年の7,8%から1982年に は10.2%'に上 昇す るC,仙台
市への配置が軸 となるが,地 方内配置営業所数に占める割合は1955年の62.5から1982年には38:6%
に低下す る。代わって,青 森市 ・'秋田市 ・山形市 ・郡山市 ・盛 岡市などの県庁所在都市ρ比重が上
昇 して き て い るO.."




宮市 の比 重が27.8%と最 も高 くな り,こ れ に水戸市 の22.8%,高崎 市の12.7%が続 く。
〔首 都圏〕1955年 の配 置は横浜市 への6店 のみ で あ った。1982年にな る と,対 全 国比%10.8に
あた る146店が34市町 村 に配 置 され る よ うに な るCそ の廃置 パ3t一ンは横浜 市 ・大宮市19.9%,千
葉市17.1%,八王 子市6.2%とな り,集 中性 は弱 く,分 散 的傾 向 を強 めつ つ推 移 して きてい るこ と
を示 す 。 ・
〔甲信越地方〕1955年には8営 業所が3市 に配 置されていた。 この うち,6店 は新潟市に配 置
され ていた。1982年にな る と,そ の数1ま対 全 国比8.0%にあた る99店とな り,立 地市町 村数 も11市
にな る。'その うち,44.4%と最大 の集積 が新 潟市 に∫他 で は長野市 に21.2%,松本市 に15.2%が配
置 され る。
〔北 陸地 方〕 増加 数 は少 な く,1955年の19から1982年に は39店にな るに止 まる。一その立地 市町
村数は3か ら10に増加 し,一定の分散性を捉 えることができる』他方では,富 山市に地方全体の半
数が置かれ るよ うにな り,集中性 も示す。
〔東 海地:方〕 一1955年には,対 全 国比18.6%にあた る38店が7市 に配 置 され ていた。 その76.3%
は名古 屋市 に集 中 していた。1982年にな ると,そ の 数 は159店に増加す るが,対 全国比 は12.8%に
低下す る。立地市町村数は18へ僅かな増加に止 まる。名古屋市の比重は急速に低下 し,・30.2%とな
る。.これに対 して静岡市 ・岐阜市 ・浜松市など地方内主要諸都市の比重が上昇 してぎている。 ・
て近 畿地方 〕1955年 に は5市 に25店が配置 され,そ め うち大阪市 に44.0%,神戸市 に28.0%,
京 都市 に20,0%が集中 していた。1982年に な ると,立 地市町村 数 は24,営 業 所数 は対全 国比 で8.4
%に あた る105店に増 加 す る。 この間,大 阪市 の比 重 は10。5%に急速 に低 下 し,神 戸市 も25.7%に
低下す る。代わって,京 都市の比重の若干の上昇,和 歌山市などの県庁所在都市,姫 路市などの主
要都市の比重が上昇 し,この レベルの都市間での分散化傾向を示す。
〔山陰地 方〕1955年 の1店 か ら1982年には5市 へ18店の配 置 とな る。 その55.6%は松 江市 に,
22.2%が米子市 に配置:され,集 中性 がか な り高 い。
〔山陽地 方〕 ・1955年には,4市 に16店が配 置 され ていた。 その うち68.8%は広 島市 に配 置 さ
れ,,第2位 の下 関市 を合 わせ た比重 は87.6%にな り,高 い集 中性 を示 す。1982年にな る と,12市に
対全 国比で9.7%にあ た る121店が置かれ る よ うにな り,広 島市 へ の集 中性 は43、8%1こ低 下す る6遺
香
に,岡 山市 の比重 が29.8%iこ,'徳山市 が5.0%に上 昇す る。
〔四 国地 方〕1955年 には高 松市 に4店,松 山市 に1店 が配 置 され ていた に止 まる。卜1982年にな
ると,立地市町村数は8市 に,店 数も対全国比5.7%にあたる71店に増加す る。 その配置状況をみ
ると,高松市の占める割合が66.7%から49.3%に低下す るなかで,他 の県庁所在都市の比重が高 ま
り,その レベルの都市間ではかな りの分散化がみられる。
〔九州地 方〕 、1955年には5市 に対全 国比22.5%にあた る46店が 置か れ・,その うち北 九州市 に
45.7%,福岡市 に39.1%と2市へ集 中的 に配 置 され ていた。他 で は長崎 市 ・熊 本市 ・鹿 児 島市 へ の
配置が若干み られ る程度であ りジ.高い集中性を示 した。1982年になるx;.13市に対全国比13・8%に
あたる172店が置かれ るようになる。 ζの間に,'北九州市 と福岡市の2市 への集中性が弱化 し,ま
一11一
110
た両市の地位の逆転がみ られ る。 また,鹿 児島市の24店増をは じめ とす る県庁所在都市の比重が上
昇 し,こ の レベルの都市を軸にした多核心的配置形態が強化 され てきていることが分かる。
この ように,営 業所の配置は,支店 の配 置傾向が少数の高次の中心都市を軸に集中性を強め,極
めて集約化 された立地形態を示すのに対 して,特 定都市への集 中性をむ しろ弱化せ しめる形で,県
庁所在 都市お よびそれに準ずる諸都市を軸にした多核心的配置構造を浮かび上が らせてきてい る。
3)工 場 「配置率jの 推移
対 象8業 種の工場 の配 置状 況 をみ る と,1955年の802から1982年には1,206に増加 す る。 それ らが
立地する市町村数 も305から487に増加 し,他 の空聞単位 とはか:なり異なった展開を示す。市町村 レ
ベル でみ る と,1955年段 階 で は東京23区に全 体の24.3%が集 中 し,第2位 の集 中 都市で あ る)ll崎市
の4.1%とは格段 の 相違 を示 した。1.98年k'なる と,こ の集 中性 はか な り弱 ま り,.東京23区の比 重
は8.2%にまで落ち込み,そ こか らの転出 と立地の外延的拡大傾向が著 しく進んで きている(1)。第
2位の集中を示す都市は横浜市 になるが,そ の割合は3.20とな り,集 中性を問題にするよりも,
む しろ分散性が重要 となる。地:方毎に工場の立地展開 を見ていこ う。
〔北海道〕.1955年に対全国比3.4%にあたる27工場が18市町村に配置された。最 大の集積は函
館市の5.次 いで札幌 市の3と な り,ほ とん どが単 一工場 の 立 地 市町村 であ った。.1982年に な る
と・29市町村に対全国比4.6%にあたる55工場が配置 されるよ うになる。最大の集積地は札幌市の
10とな り,函館市は5を 維持 している。他では旭川市などの主要都市 で3な いし2の立地がみ.られ
る・立地の主力は都市部rあ るが,10工場が新規 の町村 に配置され,そ の範囲 も宗谷,根室,十 勝
支庁にまで広が りをみせている。
〔東北地方〕1955年には37の市町村 に対:全国比7.2%にあたる58の工場が配置 され ていた。最
大集積は 郡 山市の7工 場であ り,次 いで福島市の5工 場,仙 台市の3工 場である。1982年P'なる
と,工 場 数 は対全 国比9・0%にあ たる108に増加 し,57の市町 村._Y'配置 され る よ うに な る。最:大集積
地の郡山市は変わ らないが,青 森市 も同 じく9工場 を有するよ うになる。その他の主な集積地は仙
台市 ・盛岡市 の7工 場,入 戸市 ・い お き市 の6工 場,福 島市 の5工 場 な ど とな る。 この よ うに,立
-
地の主力は都市部であ り,新規立地町村の増加 も6に 止 まる。
〔北関東〕 工場掌の増加が極めて著 しい。1955年め対全国比4.6%にあたる37工場が1982年に
は対全国比9・5%にあたる119工場に増加 しているが,都 市部 と町村部でそめ増加分を二分 してい
る・最大の集積地は高崎市 と小由市でみ られ るが,宇 都宮市 ・水戸市,伊 勢崎市あるいは神機町 ・
波崎町など県庁所在都市,在来の工業都市あるいは新興の工業地域を構成する町村への立地が一定
,
の集積 を持 って展開 してきている。
〔首都圏〕1955年段階では,52市町村に対全国比42.9%にあた る344工場が配 置され ていた。
最大の 集積 はその56・7%を占め る東 京23区で あ り,次 いで川 崎市 の9.6%,横浜市 の8.7%であ るc
他では 川A市 ・小田原市の 各6店 乏な り,こ れ ら5都市で8割 近 く占め,高 い集中性を示 した。
o




%に 大幅減少 し、 代わって 横浜市 ・川崎市の 比重の若干ゐ増大,川 口市 ・市川市 ・市原市 ・千葉
市 ・小 田原 市 ・相 模原市 ・厚:木市 ・藤沢市 ・平塚市 などへの立 地 が急 展開 して きてい る。 また,そ
の他市町村への分散的立地 も進み,立 地市町村数は94に増加す る。
〔甲信 越地 方〕.1955年段 階で は対全 国比6.1%に あた る49工場が28市町村 に配置 されて いた。
最:大の集積 は新潟市 の8で あ り,次 いで 岡谷市 の4,甲 府市 の3と な り,分 散性が強 か った。1982
年には,その相対的地位は若干低下するが,対全国比5,5%にあたる66工場が36市町村に配置 され
るようになる。新潟市は13工場に増加す る他はかな り分散的に配置されてきている。
(北陸地方 〕1955年 には,15市町村 に対全 国比2.7%に あた る22工場が立 地 していた。最 大の
集積は高岡市の4で あった。1982年もほぼ同様の傾向を示 し,市町村数で1.工 場数で2の 増加に
止まり,最大の集積は富山市に移 るが,そ の数は4と 変わらない。
〔東海地 方〕1955年 に は,46市町村 に対全 国比11.0%にあた る88工場 が配 置 され ていた。 最:大
の 集積 は名古 屋市で,そ の うちの25.0%が配 置 されていた。次 いで岡崎市 で あ るが,そ の数 は,4
工場 と落差が大きく,集中性 と分散性の両面が捉えられた。1982年になると,対全国比13.1%にあ
た る158工場 が73市町村 に立 地す る よ うにな る。、名古屋市 への配 置は22と変 わ らない が,そ の比重
は13.9%に低下す る。代わ って,四 日市 市,沼 津市,岡 崎市,藤 枝市 をは じめ とす る主要 都市へ の
配置が進むが,こ れ らにはせいぜい5な い し6工場の集積に止まる。こ うしたなかで,町 村部への
立地空間の拡大が急速に進んでいる。
〔近 畿圏〕1955年 には,31市町村 に対 全国比10.2%にあた る82工場が配 置 され ていた。最:人集
積地 は大 阪市 の27工場 であ り,全 体の32.9%を占め る。 次いで神戸市 の9.E%,尼 崎市 の8.5%と
な り,2位 以 下の差 は大 き く,分 散性 を強 く示 す。1982年になる と,立 地市町 村数 は.52に増加す る
の に対 して,工 場数 は126の増加 に止 ま る。 こ うした なかで,大 阪市 の比重 は12.7%とかな り落 ち
込み,京 都市,堺 市,神 戸市,尼 崎市,姫 路市などの比重が若干であるが,上 昇する。増加の主力
地は新規の立地となる市町村であ り,立地分散傾向を強 く示す。
〔山陰地方〕 工場の撤収が進め られ,4市4工 場が1市1工 場になってい る。
〔出湯地:方〕 対全国比3.1%にた る25工場が18市町村に配置されていた。最大の集積は広島市
の3工 場で,高 い分散性 を示 した。1982年にな る と,工 場 数は全国比5.8%に あた る7cに増加す る
,
が,市 町村数 は32への増加 に止 ま り,'相対 的に集積性 が高 くなる。特 に,倉 敷市 は10工場が集積 す
るよ うにな る。他 は広 島市 の4,下 関市 の3な どが主 な もの であ る。
〔四国地方〕1955年の10市町村12工場が15市町村23工場となる。ほとんど複数立地を示すこと
はなか った が,1982年にな る と,坂 出市 の4,徳 島市 の3な どが み られ るよ うにな る。.しか し,ほ
とんどは単一工場立地市町村か ら成 っている0
〔九州地方〕 工場数は54から69,立地市町村数は27から32へと増加するが,共 に大 ぎな増加 と
はな らない。 こ うしたなかで,増加を示すのは福岡県 ・熊本県 ・・大分県で,他 の諸県は減少傾向を
示す。都市 レベルでは,福 岡市 と大分市の増加が著 しく∫逆 に北九州市 は減少を示す。最大集積は
1955年には北九州市 の13であったが,1982年には福 岡市 の12とな る。全体 としてみれ ば,域 内での
一 ユ3一
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ス ク ラヅプ ア ン ド ピノレドが激 し く展 開 してい るこ とが特筆 され る。
以上の よ うに,工場の配置ぽ支店および営業所の配置に対比 してかな り異なる展開を示す。'それ
は以下のよ うに纏めることができるであろ う。その1,東 京23区および大阪市の絶対数の低下。そ
の2,名 古屋市をはじめ とす る主要大都市の停滞。'その3,在 来および新興の工業地域を構成す る
市町村の比重の増大。その4,市 町村 レベルでみた場合,単 独での立地形態が極めて多 くなる。'そ




,(1)室稿では,本社,.支店,営 業所の同一市町村への重慶車地を譲 うない。 即ち,計 数算1出は最上位機能乞
に基づ くものである。しかし,工場についてはこの限 りにあ らず,す べて計数に含めている。







V.お わ り に
'本稿
では,資 本主義経済の最も基本的単位である企業の管理機能 と'生産機能の空間的配置メ'カニ
ズム…を∴それぞれ必要 と思われる次元での一定の集合形態の分析を通 じて,明 らかにしてきだ6・
そめ結 果 は,次 め よ'うに纏 め られ よ う。
(1)支店の配置構造
大阪市への一点集中形態か ら名古屋市 ・広域中心4都 市 を加}xた6つの核を持つ多核心的配置
構造を強めてきている。
② 営業所の配置構造
広域中心都市に最大の ウエイ トが置かれているが,支 店に比べて集約性が弱 く,.それよりす ぐ
う
下位の県庁所在都市 および それに準ずる都市への 配 置も急速に 進め られてきている。 このた
φ,こ れ ら多数の,し か し,集 積性 はあ ま り高 くない,多 核心的配 置構造が浮 かび上 ボって き.
て い る。
㈲ 工場の配置構造
工場の配置構造は集積性を強めるのではな く,む しろ分散性 を強める形で推移す る。言 うまで
9
もな く,こ れは1955年か ら1982年と言 う特定期 間 内での傾向 としての こ とで あ る。 その基 本的
動向は,2巨 大都市からの撤退;名 古屋市でめ停滞,・横浜市 ・川崎市への一定の集積。広増中
心都市,他 の主要県庁所在都市およびそれに準ず る都市,主 要工業都市への小規模な集積,多
数の単一工場立地市町村の存在カミ確認された。 しか も,これ らが点的 と言 うよりも,面的な拡







る。 この よ うに考 えて くる と,こ れ までに明 らか とな った極 めて明確 な,し か も高度 に階層化 され
た空聞秩序の形成 二現代 日本の地域システムは,ま さに資本空間そのものへの強引な編成強化の空








1.主 要産業部 門支店 ・営業所 ・工場配置図 ま
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(3)化学工業部 門の支店 ・営業所 ・工場 の配 置(上 図1982年,下図1955年)獄
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